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平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(他班との連携) 

 
医療機関における両立支援の取り組みに関する研究班（中村班）との連携 
 

研究分担者：是永 匡紹 国立研究法人国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター 
研究協力者：中村 俊介（和歌山労災病院） 柳澤 裕之、須賀 万智（東京慈恵医科大学） 

立石 清一郎（産業医科大学） 日浅 陽一（愛媛大学） 井上 泰輔（山梨大学） 
池田 房雄（岡山大学） 佐藤 秀一（島根大学） 井上 貴子（名古屋市立大学）  
伊藤 清顕（愛知医科大学）  

 
研究要旨：ニッポン一億総活躍プラン(平成 28 年 6 月 2 日閣議決定)では、患者さんが、
希望や能力、障害や病気の特性に応じて最大限活躍できる環境が必要であると記載されて
おり、このために治療と職業生活を支援する（＝両立支援）ことが重要とされた。また、
平成 28年 2 月 23 日に企業向けに作成された「病気を抱える方の治療と仕事の両立支援に
関するガイドライン」には、肝疾患に関する留意事項が追記されており、肝疾患を含めた
医療機関に通院・入院する働く人達への配慮、患者さんに仕事を辞めさせない意思決定を
させることは、これまで以上に重要となった。このような背景もあり両立支援を周知・促
進させるため、平成 29 年度より、肝炎情報センターが有するネットワークをいかし、モ
デル病院での両立支援チームを構築し、院内相談支援体制の充実や、産業保健総合支援セ
ンター・労働局等と連携によって支援プランの実践を行っており、成功事例を全国に紹介、
展開することを目標とするために、労災疾病臨床研究事業の「医療機関における両立支援
の取り組みに関する研究班（中村班）」と合同で 
会議を行った。 

A. 研究目的 

ニッポン一億総活躍プランでは、患者さ

んが、希望や能力、障害や病気の特性に応

じて最大限活躍できる環境が必要であると

記載されており、このために治療と職業生

活を支援する（＝両立支援）ことが重要と

された。また、「病気を抱える方の治療と仕

事の両立支援に関するガイドライン」には、

肝疾患に関する留意事項が追記されており、

肝疾患を含めた医療機関に通院・入院する

働く人達への配慮、患者さんに仕事を辞め

させない意思決定をさせることは、これま

で以上に重要となった。その一方で、昨年

度の調査で肝がん患者さん半数が働いてい

るものの、多くは高齢者でかつ、自営業・

第一産業であり、両立支援の必要性は不明

であった。また肝疾患連携拠点病院では、

相談支援センターが併設されているも、院

外からの電話対応が主であり、外来・入院

患者さんへの相談体制の充実は今後の課題

である。本研究では、両立支援の周知・促

進させること念頭に、労災疾病臨床研究事

業の「医療機関における両立支援の取り組

みに関する研究班（中村班）」と連携会議を

行った。 

 

B. 研究方法 

以下の会議は平成 30年 11 月 30 日に開催
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し、双方から進行状況を確認した。 

C. 研究結果 

I. 肝疾患診療連携拠点病院からの報告 

① 愛媛大学病院での肝疾患に特化した両

立支援モデル事業 

4 年前より内科外来の診察室にて、週１回、

社会保険労務士 5 名が交代で、一回の相談

時間は 60 分で相談料は無料で行っている。

相談人数は、平成 26 年 10 月の開設から平

成 31 年 2月までで延べ 210 人であった。最

近は外来での相談件数が相対的に減り、入

院患者の相談が増加している。さらに、ま

だ多数とまではいかないが院外からの予約

例も見られてきている(図 1)。 

  

 両立支援は、就業者が仕事を辞めずに治

療と両立するための支援であることから、

正規雇用者、非正規雇用者が相談対象であ

るが、現状では自営業・正規雇用・非正規

雇用・無職のいずれの就業形態でも利用が

あった(図 2)。 

② 愛媛大学病院での肝疾患から全疾患を

対象とした両立支援の取り組み 

愛媛大学病院では、総合診療サポートセ

ンター (Total Medical Support Center: 

TMSC)を設置し、患者総合サポート部門の中

で IC 支援看護師業務として、入院時基本情

報・看護計画立案や入院時各種スクリーニ

ングを行っている。そこで肝疾患診療相談

センターが肝疾患に特化した形で開始し、

成果を上げてきた前述の両立支援と、TMSC

が行っている患者サポートを融合し、肝疾

患以外の疾患にも両立支援を拡大すること

を考えた。 

具体的には、入院が決定した患者全員に

行う質問票に、「経済的な問題や制度につ

いて相談したい」、「治療と仕事や学業の両

立について相談したい」というチェック項

目を設け、該当患者について社会保険労務

士による相談を積極的に勧めた。 

図 3 に両立支援利用者の基礎疾患の推移

を示す平成 26年 10 月～平成 28年 5 月、平

成 28 年 6 月～平成 30 年 1 月、平成 30 年 2

月以降の３期間に分けて比較した。肝疾患

の種類については、C型肝炎、B型肝炎が減

少し、脂肪肝やその他の肝疾患が増加した。

肝臓癌の症例は高齢化している傾向がある

中、一定のニーズがあった。最も大きい変

化は両立支援に対するTMSCとの連携により       

肝疾患以外の割合が明らかに増加した。

肝疾患以外の疾患は、悪性腫瘍・神経疾患・

病的肥満・膠原病など様々であり、現行の

体制を拡大するかたちで、多くの疾患に相

談対応が可能となった。 
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（図 3: 相談者の基礎疾患の推移） 
 

③ 山梨大学病院での取り組み 

 山梨県は労災病院が存在せず、平成 29年

度より、拠点病院と県が産業衛生保健支援

センター、労働局等と連携し 1.B 県地域医

療両立支援推進チームの設置 2.大学外で

企業と従業員のための健康セミナーを開催 

3.病院内の医療福祉支援センター内に両立

支援窓口の設置を行った。 

地域両立支援推進チームは、地域の実情

に応じた治療と仕事の両立支援を効率的に

進めるため、B県における関係者のネットワ

ークを構築し、両立支援の取組の連携を図

ることを目的としている。運営は、長期療

養労働者支援担当専門家会議、長期療養者

就職支援担当者連絡協議会、難病患者就労

支援協議会とからなり、労働局長が専門家

の参集を求めて開催する。 

構成は、以下の 17 名であり 

(1) 使用団体の推薦者 4 名 

(2) 労働組合の推薦者 1 名 

(3) 医師会 1名 

(4) 県衛生主管部（局） 1 名 

(5) 地域の中核の医療機関の両立支援担

当部署  

(6) 産業保健総合支援センター 1 名 

(7) 社会保険労務士会の推薦者 1 名 

(8) 日本医療社会福祉協会の推薦者 

(9) 一般社団法人日本産業カウンセラー

協会の推薦者 1 名 

(10) 特定非営利活動法人日本キャリア開

発協会の推薦者 1 名 

(11) その他 

年 1 回両立支援の周知・促進について情報

共有をおこなっており、本年で 2 回目とな

った健康セミナーも平成29年より年1回開

催し、参加者は事業主、従業員、商工団体

職員、県職員、市町村職員（健康管理)、社

会保険労務士、産業医、医療機関職員（健

康管理者、検診担当）などの 60 名が参加し

た（図 4）。 
 

図 4 健康セミナーフライヤー

 
 
④ 岡山大学病院での取り組み 

  岡山県でも、平成 29年度より地域両立支

援推進チーム（労働局、県医師会、医療ソ

ーシャルワーカー協会、県経営者協会、県

社会保険労務士会、県保健福祉部医療推進

課、産業保健総合支援センター、拠点病院、

労災病院、日本キャリア開発協会、日本産

業カウンセラー協会、連合）を立ち上げ、

両立支援に係る関係機関の取組状況の共有、

相談窓口の支援連携に係る連絡先一覧作成、 

推進チームの企業向け・患者向けパンフレ

ット作製、今後のイベント企画・開催を行

っている。 

 更に、県労働基準協会主催、産業安全衛

生大会で肝炎に対する 5 分間のミニレクチ

ャーと肝炎ウイルス検査を施行、参加者 400

人のうち 119 人が受検した。 

 拠点病院として産業保健総合支援センタ

ー（3か所）や岡山労働局（1か所）と共催

で、それぞれ両立支援研修会を開催し、肝

炎ウイルスについて講演時間を得ている。 
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図 5 産業保健総合支援センターとの研修会 

 
 
図 6  労働局との研修会 

 
 

⑤ 佐賀大学病院での取り組み 

両立支援を周知するために、啓発リーフ

レットや動画を、産業保健総合支援センタ

ーと連携して作成し、周知に努めている。 

その一方では、大学病院に受診した際はす

でに離職されていることも多く、「両立支

援」を展開してく上では、クリニック等と

の連携が必須であることを明らかにした

（下図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

II. 医療機関における両立支援の取り組み 

に関する研究班（中村班）からの報告 

① 研究代表者からの報告 

好事例・先進的に取り組む企業や病院に

デプスインタービューを行い、両立支援促

進にたいする改善点、障害について解析し

た。がん疾患に診療報酬が算定できるもの

の、多くの病院では算定までにこぎつけて

おらず、まずは、相談・支援できる場所の

周知も企業も病院を行い、患者さんに両立

支援を周知することが課題であることを明

らかにした。 

 

② 東京慈恵大学病院からの報告 

入院患者さんに聞き取りを行い、仕事に

関する相談をうけているが、肝疾患に対応

者がいないこと。また、意見書作成を主治

医１人が記載することは、非常に困難であ

り、簡便に記載できるようなマニュアルビ

デオ作製し、院内に周知をしている。 

（下図） 
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③ 広報を介した周知活動 

対象が働く世代であることより、その世

代が関心を引くようなイメージキャラクタ

ーを選択し、電車のなかでの中刷り広告に

て「両立支援」の周知に努め、更にポータ

ルサイトを作成し、企業側の好事例を紹介

している。 

 
 

④ 産業医科大学 両立支援科より 

総論として、両立支援は、現在でも我々

がすでに行っていること（例えば、外来変

更・海外出張で長期処方、フレックス制度

など）であり、患者さんに仕事を辞めさせ

ない意思決定をさせるために、患者さんに

何ができるかを考えれば、難しいことでは

ないとのことであった。 

 初診時、入院時の問診票・インフォーム

ドコンセントの際に、職業に関する相談を

希望するかしないかの項目を作成し、希望

された方に両立支援科で、聞き取りを行う

scheme を構築している（下図）。 

 
また意見書は、診断書に加え、就労上の配

慮（例、通常勤務の有無、就業制限の必要

性）の記載が必要であること、事業所にわ

かりすく、断定的な言い回しを避け、必須

であることを記載することが必要あるとの

このことであった。 

 例えば、「１日５時間程度の勤務であれ

ば可」では５時間以上働くことはできず、

運用が難しくなり「１日５時間程度の勤務

が望ましい」と記載することで、配慮が可

能となる。 

 また就労時間の制限だけでなく、仕事場

の環境配慮（車いす→バリアフリー化、ア

レルギーや腎障害→対象となる化学物質の

変更）などにも記載することも必要である

とのことであった。すでに学生の医療面接

試験では職業を聞かないことは減点対象と

されているとの報告もあった。 

 
D. 考察 

全国７１の肝疾患連携拠点病院には、肝

疾患に対する相談・支援センターが設置さ

れており、相談員、また自治体より認定さ

れた肝疾患医療コーディネーター(Co)によ

り、肝疾患患者さんを病院内外で受診・受

療へと調整している。肝 Co は看護師だけで

なく、保健師、薬剤師、MSW、栄養士、検査

技師等の多職種で構成されており、肝疾患

をモデルケースとして、受身ではなく、積

極的に対象症例を「アウトリーチ」し、チ

ーム医療として相談・支援体制を充実させ、

全国に先駆けて展開してくことが重要であ

る。 

モデルである愛媛大学病院でも、まず相

談対応できる場所（導線）を明示すること

が第一歩であることが明白で、その為にも、

相談できる場所の周知、初診・入院決定時、

入院時の問診時に、職業について悩みを聞

き取り、速やかに支援することが必要であ

る。癌だけではなく様々な疾患にも相談の

ニーズがあり、両立支援の周知を行うため

には、診療報酬が認められた癌以外の疾患

にも相談できる体制を構築していくことも

考慮すべきである。 
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肝疾患の多くが、就労を継続しながら通

院・治療をされている一方で、中小企業、

第一次産業も多く、事業所と医療機関で行

われる両立支援のプラン（意見書）作成と

いった対応だけでは支援は困難であり、B、

C病院の様に労働局、産業保健総合支援セン

ターとの連携は必須である。 

また合同班会議について動画化（参考資

料）し、その発表内容を、本研究班で共有

するとともに、診療報酬にあがった「がん」

だけを対象とせず、様々な疾患を持つ患者

さんの職業に配慮し、病院としては、その

相談場所を確保、周知することで、患者さ

んが相談しやすい環境を作ることの重要性

が改めて浮き彫りになった。 
 
E. 結論 

肝がん症例への両立支援プラン作成対象

者は少ないも、診断初期からの相談・支援

ができる環境が必要である。来年度は肝が

ん症例への配慮事項も作成予定である相談

員・肝 Co による相談・支援体制が稼働して

いる肝疾患連携拠点病院の利点を生かし、

多職種による院内連携（チーム医療）を強

化すると同時に、外部の産業衛生保健スタ

ッフと共有できる環境づくりを行っていく

必要がある。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 発表論文 

なし 

 

2. 学会発表等 

(1) 是永匡紹 井出達也 考藤達哉 職域肝

炎ウイルス検査における「ついで・無

料」の重要性 ～パネルディスカッショ

ン 2「肝疾患の疫学・自然史と診療連携

体制の方向性」肝臓 59 suppl(1), A127. 

2018 (平成 30 年 6 月 大阪)  

(2) Korenaga M, Ide T, Korenaga K, Ohe C, 
Kamimura K, Fukuyoshi J, Kanto T. 

Tailored Message Interventions Using 

Social Marketing Approach Versus 

Typical Messages for Increasing 

Participation in Viral Hepatitis 

Screening Among Japanese Workers in 

the Medium or Small Sized Companies: 

A Randomized Controlled Trial. 

Hepatology .68.suppl (1). 577A-578A. 

2018. (平成 30 年 11 月 サンフランシ

スコ)  

是永匡紹. 知っておきたい肝炎の知識

と従業員の健康管理～放っておくと怖

い肝炎ウイルスのお話～」～「知って、

肝炎」肝炎対策セミナー   

(平成 30 年 11 月 埼玉) 主催 全国保

険協会組合埼玉支部・埼玉県  

(3) 是永匡紹.「治療と仕事の両立支援につ

いて」平成 30 年度職域向けウイルス性

肝炎研修会 コーディネーター養成コ

ース 1（事業主や総務、人事担当など医

療関係の資格をお持ちでない方を対

象）(平成 31 年 1 月 31 日) 主催 東

京都福祉保健局保健政策部疾病対策課 

(4) 是永匡紹.「治療と仕事の両立支援につ

いて」平成 30 年度職域向けウイルス性

肝炎研修会 コーディネーター養成コ

ース II（産業医や保健師など医療関係

の資格をお持ちの方を対象）  

(平成 31年 2月 7日) 主催 東京都福

祉保健局保健政策部疾病対策課 

(5) 是永匡紹.「治療と仕事の両立支援」 

平成 30 年度 肝疾患診療連携拠点病院 

医療従事者研修会(平成 31 年 3月 7 日)  

  主催 山梨大学医学部附属病院  

  肝疾患センター 

(6) 動画： 職域等も含めた肝炎ウイルス

検査受検率向上と陽性者の効率的なフ

ォローアップシステムの開発・実用化

研究班   
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平成 30 年度第 2回職域肝炎ウイルス促

進会議  

(平成 30年 11 月 23 日) 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 

 


